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Abstract

Human dimensions of wildlife management（HDW）is an academic discipline, developed in 1970s in North America, 

which aims to solve human-wildlife conflicts by understanding social aspects of the problems. While HDW is well 

known in North America, in Japan, the importance of human dimensions studies has just started to be recognized in 

the field of wildlife management. Regulatory Science（RS）, on the other hand, is an established discipline in the fields 

of medical science and pharmacy in Japan, Europe, and North America and aims to encourage research of which 

the results is directly reflected to the policy and decision making. We review the background and characteristics 

of HDW and RS, and discuss how HDW can strengthen its feature as an academic discipline that bridges scientific 

research and decision making in the field of wildlife management.

Ⅰ．野生動物と人との軋轢の問題とヒューマ
　　ン・ディメンション

Ⅰ．1．ヒューマン・ディメンションとは

　野生動物による農林業被害や人身被害など、野生動物

と人との軋轢は世界中で問題となっている（Decker et 

al. 2001, Conover 2002）。我が国において、特に軋轢が

多い中山間地域では、過疎・高齢化による住民主体の被

害対策実施の難しさ、狩猟者の減少による野生動物の個

体数管理の困難さなどが相まって、野生動物による被害

は一向に減少する気配がなく、年間 200 億円前後を推移

し、社会問題となっている（農林水産省 2014）。農林水

産省は、被害防止を効果的に行うために、鳥獣による農

林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する

法律に基づき、「鳥獣による農林水産業等に係る被害の

防止のための施策を実施するための基本的な指針」を改

正し、2012 年から施行している（農林水産省　2012）。

都道府県レベルでは、特定鳥獣保護管理計画に基づき

野生動物の管理に当たっているケースが多く、現在 46

都道府県により 127 計画が作成されている（環境省 

2014）。行政による支援としては、ハード面では、被害

防除柵の提供などがあり、ソフト面では地域住民への普

及啓発や被害防除のための講習会などがある。しかし、

野生鳥獣対策は、行政が積極的な支援をしていても、地

域住民が一体となって主体的に被害対策をしなければ、

活動が持続的・効果的なものにならないことが多い（山
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端 2011、桜井ほか 2013）。

　野生動物に関する研究は、これまでは生態学、生物学、

獣医学など、動物そのものに焦点を当てたものが多かっ

たが、軋轢を防ぐためには、人々の意識や行動、更に政

策や法律についても理解を深める必要がある。こういっ

た社会的側面に関する情報の獲得とそれに伴う意思決

定の促進を目指す学問が Human Dimensions of Wildlife 

Management（野生動物管理における社会的側面、以下

ヒューマン・ディメンション）であり、北米では 1970

年代より発展し、現在では学問として根付いている

（Decker et al. 2001, Vaske 2008, Manfredo et al. 2009）。

その定義としては、「野生動物の経済的・社会的価値、

個人や社会の行動、保護管理の意思決定への一般市民の

参加、コミュニケーションなどを含めたアイデアと実践

の集合体」（Decker et al. 2012）や、「野生動物問題にお

いて、一般市民の意見が反映されることを手助けするた

めの概念や手法」（Manfredo & Vaske 1996）などがあ

る。これまで行われてきた研究は、利害関係者同士、ま

たは利害関係者と実務者との間の軋轢解消、住民の意識・

行動の推測、住民の意見を反映させた政策の実施など

多様だが（Rossi & Armstrong 1999, Baruch-Mordo et 

al. 2009, Martin and McCurdy 2009）、その目的は、野

生動物管理における意思決定や政策の実施を効果的に行

うことを手助けすることとなっている（Manfredo 1989, 

Manfredo 2008）。

Ⅰ．2．ヒューマン・ディメンションが用いる概念モデル

　　  の例：野生動物に対する許容性モデル

　北米のヒューマン・ディメンション研究で使用され

てきた理論として、野生動物に対する人々の許容性

（Wildlife Acceptance Capacity）モデルがある（Gigliotti 

et al. 2000）。特定の環境・資源が収容しうる動物の最大

数である生物学的環境収容力（Krebs 2001）の考え方を

参考に、野生動物に対する人々の許容力の概念が 1980

年代後半より提唱され、人々が特定の環境で共存できる

野生動物の数にも限りがあるとして、最初に文化的収容

力（Cultural Carrying Capacity）と呼ばれた（Carpenter 

et al. 2000）。この概念はその後の議論によって、人々が

特定の環境で許容できる野生動物の最大数として、野

生動物に対する許容性と定義された（Decker & Purdy 

1988、桜井ほか 2014）。野生動物に対する許容性は、人々

が感じる野生動物に関する利益とコストから構成される

といわれている（Riley & Decker 2000）。

　例えば、我が国におけるツキノワグマ（Ursus thibetanus）

と地域住民との共存を考えてみる。クマに対する住民の

許容力には、クマによる物損被害、農林業被害、人身事

故の状況、またクマに関する普及啓発活動の有無や人々

のクマに対する意識や態度などが影響を与える。クマの

数が住民の許容力を超えると、人々によるクマに関する

苦情が増加し、駆除の要請が高まると考えられる。米国

の先行研究では、ピューマ（Puma concolor）に対する

許容性には、人々が感じるピューマに対する不安：危機

意識や態度が影響を与えていることが分かった（Riley 

& Decker 2000）。地域住民の野生動物に対する許容性

を明らかにすることは、ワイルドライフ・マネージャー

（行政担当者等）にとっては、住民のニーズに合った野

生動物管理を実施したり、住民への普及啓発活動を展開

する上で重要である（Zinn et al. 2000）。日本で実施さ

れた数少ない野生動物に対する許容性モデルの研究から

は、兵庫県においてツキノワグマの増加に伴い、その個

体数が地域住民の許容力を超えている可能性があること

が示された（Sakurai et al. 2013）。

Ⅰ．3．日本におけるヒューマン・ディメンション研究の

　　  普及の現状

　日本では、ヒューマン・ディメンションが、1990 年

代より一部の論文で紹介され（渡辺 1996）、その後ほと

んど紹介されなかったが、2010 年以後この概念を用い

た論文や書籍が複数ある（桜井・江成 2010、伊吾田ほ

か 2011、桜井ほか 2012）。学会活動としては、2010 年

に野生生物保護学会（現「野生生物と社会」学会）の研

究集会として「生態系保全・資源管理から見る『ヒュー

マン・ディメンション』」が開催され（富田 2011）、ま

た 2014 年に開催された第 20 回「野生生物と社会」学会

大会においても、「『野生生物と社会』をめぐる多様な社

会科学的アプローチ」及び「野生生物の保全・管理政策

の評価：理論と実践」といったテーマセッションが開か

れ（「野生生物と社会」学会 2014）、いずれの集会にお

いても、野生動物問題について社会科学のアプローチで

解明し、解決することを目指した研究の発表が行われた。

更に、2015 年に開催された第 5 回国際野生動物管理学

術会議（International Wildlife Management Congress）

では、ヒューマン・ディメンションの視点から海外と

日本の研究者が議論する日本では初めての国際シン
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ポ ジ ウ ム が 開 か れ（The Fifth International Wildlife 

Management Congress Committee 2015）、北米のヒュー

マン・ディメンション研究の紹介や日本国内の取り組み

の紹介がなされた。

　しかし、一方でヒューマン・ディメンションに関する

研究の結果が実際にどの程度、野生動物管理政策におけ

る政策・意思決定（地域住民の意見を反映させた野生動

物管理政策の提案及び実施など）に役立ってきたのか、

また野生動物との軋轢の解消にどの程度貢献してきたの

か、北米でもまだあまり議論されていない（桜井・江成 

2010）。したがって、北米においてヒューマン・ディメ

ンションが、研究結果を意思決定に生かすことを目的と

しながらも、意思決定科学、政策決定科学としての地位

をどの程度確立出来ているかは議論の余地があるだろう。

Ⅱ．医学・公衆衛生の分野におけるレギュラ
　　トリ科学の登場

　意思決定科学としてスタートした学問がレギュラト

リ科学である。これは、英熟語の “regulatory science”

を日本語にしたもので、「我々の身の回りの物質や現象

について、その成員や機構、量的と質的な実態、及び有

効性や有害性の影響を、より的確に知るための方法を編

み出す科学であり、次いでその成果を用いてそれぞれを

予測し、要請を通じて国民の健康に資する科学である」

（レギュラトリーサイエンス学会 2011）として、国立衛

生試験所（当時）の内山充が 1987 年に提唱したもので

ある。その後に、技術開発を進めるうえでの必要なルー

ルを作る科学であり、研究レベルでは「評価科学」であ

り、実践面では「行政科学」であるとも内山（1995）は

述べている。

　日本薬学会では 2002 年に「レギュラトリ科学部会」

を設立し、レギュラトリ科学が衛生化学、分析化学、薬

科学、生化学、分子生物学などを専門領域とすることが

定められ、2003 年のシンポジウム「レギュラトリーサ

イエンスの発展－官・学・産のフォーラムを目指して－」

で、医薬品分野における評価に関する学問領域であると

提唱された（斎尾・栗原 2010）。

　行政・政策においても、レギュラトリ科学の考え方は

着実に定着しており、1991 年の厚生白書において「健

康の保持に欠かすことができない医薬品については、（中

略）レギュラトリ―サイエンスに基づき、その有効性と

安全性を確保する方策がとられている」と書かれている

（斎尾・栗原 2010）。2004 年の厚生労働科学研究では、

医薬品だけでなく、食品安全においても、この概念が登

場し、「食品安全行政をバックアップする科学をレギュ

ラトリサイエンスとして概念化し、内容を明確にするこ

とにより、科学技術制度の両面において、発展と活用が

できる体制をつくり、安全行政に寄与できるようにする

ことを目指す」と書かれている（斎尾・栗原 2010）。

　レギュラトリ科学の登場の意義は、学術的研究と行政

における政策決定のギャップを埋め、意思決定をバック

アップする学問を確立させたことである。別の言い方を

すれば、政策や意思決定のために重要であるものの、従

来の科学の世界では評価されなかった調査や研究の結果

を評価する基準や学問体系を作ったことである。そして、

ガイドライン、規制、ルール作りなどが、研究成果とし

て認められ、評価される枠組みを作ったのである。

Ⅲ．ヒューマン・ディメンションが野生動物管
　　理におけるレギュラトリ科学になるために

　前節で紹介したレギュラトリ科学の目的や登場の背景

は、ヒューマン・ディメンションのそれと重なる点が多

い。ヒューマン・ディメンション研究とは、野生動物問

題という「現象」において「量的と質的な実態」につい

て知ることであり、「国民の健康に資する科学」である

ともいえるからである。また、野生動物管理及び、それ

に伴う人間と野生動物との共存を可能とするために「必

要なルール作り」をすることもヒューマン・ディメンショ

ンの役割と言える。同時に、行政による普及啓発活動な

どの施策の効果測定もヒューマン・ディメンションの役

割であり、そのような意味では「評価科学」でもある。

　欧米では、ヒューマン・ディメンションは意思決定を

手助けする学問であることが明示されているが、日本で

はこれまでどのような研究が行われてきたのであろう

か。これまで実施されてきた野生動物管理における社会

調査（社会学、社会心理学を用いた研究など）の結果に

関する論文は、「野生動物と社会」学会、農村計画学会、

環境社会学などで発行されており、アンケートや聞き取

りなどの結果が多く掲載されている。社会の現象、住民

の意識などを、客観的に見る純粋な社会学としての調査

は存在するが、結果を意思決定に反映させることを目的

に明示している論文や結果が実際に政策に活用されたこ

ヒューマン・ディメンションとレギュラトリ科学（桜井・秋庭・松田）

－ 49 －



とを示す論文は決して多くない。純粋に社会現象の解明

を目指す研究と、意思決定への反映や政策の評価を目指

す研究とは目的が異なる。内山（1995）の言葉を借りれ

ば、「目的の違う研究を同じ価値観（特定の学会誌にお

ける査読基準など）で評価すると矛盾が生じる」。基礎

科学の研究結果が、長期的に応用で使われる例もあるが、

意思決定や政策の評価を目指すレギュラトリ科学の論文

や研究の評価は、通常の学術雑誌による査読の評価と分

けて考える必要がある。

　これを実践しようといる一つの例が、地球環境学ネッ

トワークが運営しているウェブジャーナル「地域環境の

未来」であろう（地域環境学ネットワーク 2014）。地域

社会の多様なステークホルダーが主体となった持続可能

な環境づくりの成果に関する論文を受け付けている当雑

誌では、査読者は研究者だけでなく、現場の担当者や地

域住民など地域の利害関係者も含まれる。応用や実践の

側面から評価がなされるのである。これをヒューマン・

ディメンションや野生動物管理に当てはめれば、大学の

研究者だけでなく、現場で実践に当たっている行政の担

当者、森林組合や農業協同組合の関係者等がその評価側

に含まれてもいいだろう。

　野生動物管理学自体、人と野生動物との共存、という

明確な目的を持つ分野で、それに資する研究とは、意思

決定の反映を目指すものであり、単なる現象の俯瞰や施

策の批判だけでなく、解消に向けた道筋まで示すことが

理想である。研究成果も、学会での発表だけでなく、行

政の政策への反映や施策として実践されることを目指し

てよいのではないだろうか。そのような意味では、現状

の評価だけでなく、将来予測も重要であり、また研究成

果を踏まえたガイドライン作りも重要であろう。また、

研究者が社会的貢献を図る際に倫理的側面も重要になっ

てくる。一つの例として、大学共同利用機関法人 人間

文化研究機構 総合地球環境学研究所が 2012 年から実施

している基幹研究プロジェクト「地域環境知プロジェク

ト」がある。地球環境問題の地域からのボトムアップの

解決を研究している当国際共同研究プロジェクトは、研

究における倫理的課題を精査する「設計科学の倫理タ

スクフォース」を設け、研究を進めている（地域環境

知形成による新たなコモンズの創生と持続可能な管理 

2012）。

　特殊な事例の研究は学問としての価値があっても、レ

ギュラトリ科学としてのヒューマン・ディメンションに

は、再現性のある普遍的なデータの方が重要な局面が多

い。特殊なケースの研究でも、レギュラトリ科学として

行う限り、研究結果が他の事例で、また政策における意

思決定にどのように活かせるのかまで論じる必要がある

であろう。

　レギュラトリ科学が生まれた背景やその研究動向を参

考にすることで、また研究の評価基準に見直しを図るこ

とで、ヒューマン・ディメンションは野生動物管理にお

ける意思決定科学として、新たな学問的地位の確立に向

けて前進できるのではないだろうか。
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